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貸 借 対 照 表 
（2021 年 3 月 31 日現在） 

（単位：百万円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資 産 の 部 ）  （負 債 の 部）  

流 動 資 産 117,567 流 動 負 債 67,154 

現 金 預 金 6,208 工 事 未 払 金 44,288 

受 取 手 形 71 リ ー ス 債 務 198 

完 成 工 事 未 収 入 金 90,371 未 払 金 4,585 

未 成 工 事 支 出 金 13,053 未 払 法 人 税 等 1,165 

そ の 他 7,867 未 成 工 事 受 入 金     3,619 

貸 倒 引 当 金 △3 預 り 金        1,266 

固 定 資 産 118,336 関 係 会 社 預 り 金 10,727 

有形固定資産 50,385 完成工事補償引当金 20 

建 物 ・ 構 築 物 17,718 損害補償損失引当金 309 

機 械 ・ 運 搬 具 42 そ の 他 975 

工 具 器 具 ・ 備 品 306 固 定 負 債 3,452 

土 地 31,695 リ ー ス 債 務 434 

建 設 仮 勘 定 52 繰 延 税 金 負 債 1,498 

そ の 他 571 再評価に係る繰延税金負債 1,303 

無形固定資産 2,466 長 期 未 払 金 144 

ソ フ ト ウ ェ ア 2,401 そ の 他 71 

そ の 他 65 負 債 合 計 70,606 

投資その他の資産 65,484 （純 資 産 の 部）  

投 資 有 価 証 券 9,271 株 主 資 本 170,407 

関 係 会 社 株 式 26,576 資 本 金 10,000 

長 期 貸 付 金 18,193 資 本 剰 余 金 - 

長 期 前 払 費 用 138 資 本 準 備 金 - 

前 払 年 金 費 用 9,640 利 益 剰 余 金 160,407 

長 期 保 証 金 490 利 益 準 備 金 2,500 

そ の 他 1,249 その他利益剰余金 157,907 

貸 倒 引 当 金 △76 固定資産圧縮積立金 360 

  別 途 積 立 金 43,754 

  繰越利益剰余金 113,793 

  評価・換算差額等 △5,110 

  その他有価証券評価差額金 2,935 

  土 地 再 評 価 差 額 金 △8,046 

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 0 

  純 資 産 合 計 165,297 

資 産 合 計 235,904 負 債 純 資 産 合 計 235,904 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
                                   2020 年 4 月  1 日から 

2021 年 3 月 31 日まで 

（単位：百万円） 

科       目 金       額 

   

売 上 高   

完 成 工 事 高 216,039 216,039 

   

売 上 原 価   

完 成 工 事 原 価 191,276 191,276 

   

売 上 総 利 益   

完 成 工 事 総 利 益 24,762 24,762 

   

販売費及び一般管理費  8,682 

   

営 業 利 益  16,080 

   

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 配 当 金 1,989  

そ の 他 209 2,198 

   

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 21  

遊 休 資 産 関 連 費 用 27  

賃 貸 関 連 費 用 27  

新型コロナウイルス感染症関連費用 98  

そ の 他 70 244 

   

経 常 利 益  18,034 

   

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,077  

そ の 他 108 1,185 

   

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 8  

特 別 退 職 金 28  

固 定 資 産 圧 縮 損 68  

損 害 補 償 損 失 引 当 金 繰 入 309  

そ の 他 137 552 

   

税 引 前 当 期 純 利 益  18,667 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,530  

法 人 税 等 調 整 額 △826 4,703 

当 期 純 利 益  13,964 

   

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 

重要な会計方針に係る事項に関する注記  

１．資産の評価基準及び評価方法 

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式････移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの････････････････決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資 

                              産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）  

時価のないもの････････････････移動平均法による原価法 

 

（2） たな卸資産の評価基準及び評価方法 

① 未成工事支出金･･･個別法による原価法 

② 材料貯蔵品･･･････移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1） 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに 2016 年 4 月 1 日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物   10 年～50 年 

構築物   10 年～50 年 

 

（2） 無形固定資産（リース資産を除く） 

    定額法を採用しております。なお､自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間(5年)に基づく定額法を採用しております。 

 

（3） リース資産 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

     

３．引当金の計上基準 

（1） 貸倒引当金 

    売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 

（2） 完成工事補償引当金 

    完成工事の瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する将来の見積補償額

に基づいて計上しております。 

 

（3） 工事損失引当金 

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における未引渡工事の損失見込額を計

上しております。 

 

（4） 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に 

基づき計上しております。なお､過去勤務費用は発生年度の従業員の平均残存勤務期間(15 年)

による定額法により損益処理しており、数理計算上の差異は発生年度における従業員の平均残

存勤務期間(15～16 年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益

処理することとしております。 
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（5） 損害補償損失引当金 

    将来の損害補償損失に備えるため、当事業年度末において発生の可能性が高く、かつ、損失の 

金額を合理的に見積もることが可能なものについて、その損失見込額を計上しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

   完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

    当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基

準(工事の進捗度の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用して

おります。 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（2）連結納税制度の適用 

    連結納税制度を適用しております。 

 

（3）ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理によっております。 

 
 

貸借対照表に関する注記 
１．有形固定資産の減価償却累計額                       21,259 百万円 

 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務  

 短期金銭債権 815 百万円 

 長期金銭債権 18,024 百万円 

 短期金銭債務 24,599 百万円 

 長期金銭債務 40 百万円 

 

３．土地の再評価 

土地の再評価に関する法律（1998 年 3 月 31 日法律第 34 号・最終改正 2005 年 7 月 26 日法律第 87

号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、「土地再評価差額金」を純資産の部に計上しており

ます。 

・再評価の方法･･････････････土地の再評価に関する法律施行令（1998 年 3 月 31 日政令第 119 号・

最終改正 2006 年 1月 27 日政令第 12 号）第 2条第 4号に定める評価額

に合理的な調整を行って算定しております。 

・再評価を行った年月日･･････2002 年 3月 31 日 

・再評価を行った土地の期末における 

時価と再評価後の帳簿価額との差額                   6,877 百万円 



 5 

 

税効果会計に関する注記 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産  

 貸倒引当金 24 百万円 

 未払賞与 1,185 百万円 

 関係会社株式評価損等 1,499 百万円 

 投資有価証券評価損  26 百万円 

 減損損失 59 百万円 

 その他    559 百万円 

繰延税金資産小計      3,355 百万円 

  評価性引当額   △1,681 百万円 

繰延税金資産合計     1,673 百万円 

繰延税金負債  

 前払年金費用 △1,671 百万円 

 固定資産圧縮積立金     △159 百万円 

 その他有価証券評価差額金     △1,285 百万円 

 その他     △55 百万円 

繰延税金負債合計   △3,171 百万円 

繰延税金資産の純額  △1,498 百万円 

 

再評価に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産  

 再評価に係る繰延税金資産 3,367 百万円 

 評価性引当額  △3,367 百万円 

再評価に係る繰延税金資産の合計        ― 百万円 

繰延税金負債  

 再評価に係る繰延税金負債     1,303 百万円 

再評価に係る繰延税金負債の合計            1,303 百万円 

再評価に係る繰延税金負債の純額    1,303 百万円 
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関連当事者との取引に関する注記 
（1）親会社及び法人主要株主等 

（単位：百万円） 

属 性 会社名 
議決権等の所有 

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引 

金額 
科 目 

期末 

残高 

親会社 ｺﾑｼｽﾎｰﾙﾃﾞｨ

ﾝｸﾞｽ㈱ 

被所有 

直接 100% 

役員の兼任 

経営管理の 

契約 

資金の寄託 

運用 

資金の寄託運用 

利息の支払 

配当金支払 

経営管理料 

－ 

3 

5,874 

600 

関係会社預り金 

親会社未払金 

 

 

10,727 

2,653 

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）1．資金の寄託運用及び利息の支払については、市場金利を勘案して決定しております。 

なお、資金の寄託運用に係る金額については、反復かつ継続的に行っているため記載を省略 

しております。      

2．経営管理料については、基本契約書等に定める役務提供割合に応じて合理的に決定しており 

ます。 

3. 取引金額には消費税等を含めておりません。また、期末残高には、消費税等を含めており 

  ます。 

 

（2）子会社等 

（単位：百万円） 

属 性 会社名 
議決権等の所有 

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引 

金額 
科 目 

期末 

残高 

子会社 ｺﾑｼｽﾓﾊﾞｲﾙ

㈱ 

所有 

直接 100% 

当社外注先 外注工事等 8,647 工事未払金 

 

1,993 

子会社 ｺﾑｼｽ通産㈱ 所有 

直接 100% 

製品の購入先 材料の購入等 11,400 工事未払金 2,501 

子会社 ｺﾑｼｽｸﾘｴｲﾄ

㈱ 

所有 

直接 100% 

資金の援助 貸付金利息 23 

 

長期貸付金 14,888 

 

子会社 枕崎ﾊﾞｲｵﾏｽ

ｴﾅｼﾞｰ(同) 

所有 

直接 100% 

資金の援助 貸付金利息 1 長期貸付金 3,120 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）1．外注工事及び材料の購入等の発注金額は市場価格等を前提に一般取引条件を勘案し決定して 

おります。 

   2. 利息の受取については、市場金利を勘案して利率を決定しております。 

3. 金額には消費税等を含めておりません。また、 期末残高には消費税等を含めております。 

 

1 株当たり情報に関する注記 
1 株当たり純資産額                            2,586 円 15 銭 

1 株当たり当期純利益                            218 円  48 銭 

 

重要な後発事象に関する事項 
該当事項はありません 

 

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 

 
 


